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■初めに 

先進国における日本の労働生産性の低さは、かなり以前からその指摘を受

けている。2006 年度の内閣府社会経済生産性本部の調査で、OECD 加盟国 30

カ国中 19 位、主要先進 7 カ国間で最下位である。 

一人当たりの GDP 比較では、2008 年度調査で主要国中 23 位という結果

である。（93 年は 1 位） 

これは労働者一人あたりが生み出す付加価値の低さを示している。少子高

齢化社会を迎える日本にとって、業務効率を改善（少ない労働時間で、より高

い付加価値を生みだす）為の取り組みは、企業の存続条件として必須事項と言

える。 

その中でも特に、ホワイトカラー、本社機能と表現される分野の効率化が

進んでいないとの指摘は非常に多い。 

一方で企業内における業務効率化は、トヨタの QC サークルを全社視点に

広げた TQC や、GE や東芝が取りいれたシックスシグマ。といった現場主体

の改善活動と、コアプロセス自体を合理的に見直す BPR（ビジネスプロセス

リエンジニアリング）といった経営管理手法の導入が一時期ブームの様に取り

上げられたが、その後、これらの手法の日本企業への導入は、定着したとは言

い難い状況のまま鎮静化し、その後の検証もされないまま、2009 年の現時点

においては業務効率改善というテーマ自体があまり取り上げられる機会を失

っている。 

※BPR は 1997 年 MIT システムダイナミックス・グループによるとその

70％が失敗に終わっていると報告されている。 
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■業務効率化の視点 

1. 目的の無い業務効率化 

企業が業務効率化に取り組むにおいて一番、肝心な事は何か？ 

例えば、BPR の取り組みを行う際、良くみられる典型的な目的は以下の様なものである。 

「既定のやり方にとらわれず、ゼロベースで業務プロセスを抜本的に見直す」 

しかし、この様な表現には目的が表現されて無い。 

「顧客視点で」、「経営効率を高める為に」という表現は、曖昧すぎで結局、何故業務効率化に

取り組む必要があるのかをしっかりと表現しているとは言い難い。 

即ち、「業務効率化」という言葉自体が、あまりに当り前な経営上の普遍的な一般論となってい

る。例えば個人の生活習慣でいうならば「ダイエット」「エコ」という言葉自体は普遍的な一般

論であり、否定する人は少ない。しかしその目的は「ダイエット」であれば、本来「健康の為に」

⇔「異性にモテたい為に」。「エコ」であれば、「地球環境の為に」⇔「自身のお財布の為に」

では取組むべき手段は、本来異なって然るべきである。無論個人であれば複数の目的を達する為

に取組を行う事も可能である。しかし企業の様に、複雑な組織において、目的を明確にせずに、

手段と方法論だけを取り入れた場合その取組が失敗に終わる可能性が高い。 

 

そもそも企業が業務効率化を行う目的は、難解なものでは無く、至ってシンプルな筈である。 

 

Ａ．企業が今提供している付加価値をより効率的に提供する。 

Ｂ．企業が提供している付加価値提供能力を効率的に高める。 

Ｃ．付加価値を生みださない業務の削減、効率化を図る。 

 

業務効率化の取り組みの目的は、上記三点のうちいずれかに当てはまる。 

「Ａ」の取り組みは、今ある企業が生み出す付加価値を数値で表した時に「１００」だった場合、

如何にコストを掛けずに、同様の「１００」を生み出すかの視点である。 

「Ｂ」の取り組みは、今ある企業が生み出す付加価値を数値で表した時に「１００」だった場合、

如何に効率よく「１２０」に高めるかの視点である。 

「Ｃ」の場合は、Ａと同様であるが、Ａの取り組みが企業の生み出す付加価値を、バリューチェ

ーンの主活動の主活動上にある、コアプロセスを見直すのに対して、「Ｃ」の取り組みは、バリ

ューチェーンの主活動上には無い、間接業務を削減、効率化する事を目指した視点である。 

業務効率化に取り組む際、その取組がどこにフォーカスしているのかは、非常に重要であるにも

関わらず、ＢＰＲの様な取組は「全体最適」の名のもとに、ＡＢＣ （Activity Based Costing）

の導入や、ＥＲＰシステムの導入といった手段のみが提供され、本来の目的がどこにあるのか置

き去られてしまった感が強い。 

「Ａ」の取り組みにおける主な課題はバリューチェーンの主活動上にあるオペレーション効率に

あり、Ｂの取り組みの課題はマネジメント能力にあり、「Ｃ」の取り組みはバリューチェーンの

主活動上に無いオペレーションの効率化である。 
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業務効率化の取り組みを行う際に、その目的の置き方によって本来、フォーカスすべき課題のタ

ーゲットが大きく異なる。 

 

しかし日本の多くの企業は、良くその指摘を受ける様に、現場主義、ボトムアップ型で、現場で

のオペレーションは現場マネジメントに一任されているケースが多く見られる。 

この事は、全体最適と部分最適がコンフリクトを起こす最大の要因となっていると同時に「Ａ」

の取り組みを行おうとした時においても、マネジメント上の問題が伴う事でより混迷を深める結

果となっている。しかし、このコンフリクトの解消は大きな課題と言えるが、コンフリクトを解

消する上での意思決定が、その目的を明確にしない事によって解消できないという状況を生むも

のとも考えられる。 

つまり、「バリューチェーンの主活動にあるオペレーションを全社視点で効率化し利益を高める」

という明確で、且つ、ごく常識的、自然に理解の得られる取組を行うにあたって、トップマネジ

メントと現場マネジメントがコンフリクトを引き起こすと言う事は、業務の効率性以前に、企業

を適切に運営する為のガバナンスに課題がある事を示している。 

すなわち、取組の目的を明確に定義する事によって、現場の部長が部分最適の視点で全体最適に

反対する光景を、情緒的に、「話しの解らない部長」と捉えるのでは無く、全社でのガバナンス

上における現場マネジメントの役割そのものを再定義する方がより本質的な解決策である事が

見えてくる。 

 

2. ノンコア業務量の増加 

２－１．【絶対的な業務量の増加】 

近年（2000 年以降）いわゆる、業務の絶対量が増加傾向にある様に思われる。その要因として

以下の 3 点を上げる。 

 

① 企業に関連する法改定 

② 社会的意義、責任に対する取組 

③ マネジメント変革に対する取組 

 

これらにおいて発生する業務は、法令順守、社会的責任においてクリティカルな業務であり、責

務ではあるが、企業のバリューチェーンの主活動上にある付加価値を生みだすコア業務では無い。 

 

主な法改定対応の為の業務 

 個人情報保護法・・・2005 年 

 日本版 J-SOX（金融商品取引法、会社法改定）・・・2008 適応  

 工事進行基準（会社法改定）・・・2009 年適応  

 

社会的意義、責任による取組（法改定対策を含む） 

 ＣＳＲ業務・・・コンプライアンス、内部統制、環境報告 
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 セキュリティ対策・・・ウィルス対策、不正アクセス対策、情報持ち出し対策 

 ＢＣＰ対策・・・パンテミック対策、震災、テロ対策 

 労務関連・・・セクハラ、パワハラ、メンタルヘルス対策、残業対策 

 

また、近年の「見える化」「可視化」などの言葉に代表される。マネジメントに対する取組も業

務量を増加させている一因となっている。マネジメントに対する取組自体は、結果的には、付加

価値を生みだす為の業務と言えるが、例えば、営業部門においてこれらの取り組みを行った場合、

受注、売上の管理（報告）のみで良かったものが、顧客情報や案件進捗、クレーム、失注情報な

ど、プロセスに対する管理（報告）が求められる。本格的なシステムを導入するか、紙や e-Mail、

表計算ソフトなどで工夫するかの手段に対する違いこそあれ、今まで行っていなかった報告を求

められる為、絶対的な業務量は増加する。 

これらの業務は結果論として、マネジメントのレベルが上がれば、付加価値の創出につながるが、

報告する業務自体は何の付加価値を生みださない。極論を言ってしまうならば、マネジメント自

体がレベルアップしないのであれば、これらの取り組みを方法論として取り入れても、その事に

関わる業務時間は、純粋なコストであり、取組を行わない方が賢明な判断となる。 

この様に、企業の社会的意義、責任とマネジメントに対する取組は、事の善悪や、意義、道義の

有無とは関係なく、付加価値を生みださない業務量を増加させていると言える。 

更に上位のマネジメントに目を向けると、グローバル化、顧客の多様化、それに伴う、プロダク

トサイクルの短縮、サービスの向上、充実。等に対応する為に、M&A、リストラクチャリング

（事業再編）、組織変更を多頻度にて行ってきた。むろんこれらは事業のコアプロセス自体をハ

ード面から、半場強制的に変革させる事で、生き残り、もしくは更なる成長を得る為の手段とし

て近年多く選択される。しかし当然これらを頻繁に行う事によって、労務管理などの間接業務が

その都度、増える事は指摘するまでもない。 

 

 マネジメント向上に伴う業務量の増加 

 「見える化」「BSC（バランススコアカード）」などの、マネジメント手法のレベル

アップに伴う、マネジメント業務量の増加 

 トップマネジメントによる、M&A、リストラ、組織変更（機能組織や人事考課制度の

複雑化）などに伴う間接業務量の増加 

 

業務量の増加をこれら 3 点の要因から捉えた時に、直接付加価値を生みだす業務をコア業務と定

義し、付加価値を生みださない、管理の為の業務をノンコア業務、マネジメントの強化を目的と

した（間接的に付加価値を向上させる）、マネジメント付随業務と定義すると、注目すべきポイ

ントは、直接、付加価値を生みださないノンコア業務と、マネジメント付随業務を如何に効率よ

く行うかにポイントがあると言える。 
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① 法改定に伴う、ノンコア業務の増加 

② 社会的責任、意義に対応する為のノンコア業務の増加 

③ マネジメント強化に伴う、マネジメント付随業務の増加 

④ マネジメントのハード的な変革に伴う、間接業務－ノンコア業務の増加 

 

また、繰り返しになるが、業務効率を考える際に重要なポイントとして、ノンコア業務は、余計

な業務と考えてしまいがちであるが、ノンコア業務であるからクリティカルでは無いという事で

は無い。 

 

3. 業務の分類 

１章、２章で指摘した通り、業務効率化が進まない現状に対して、ノンコア業務が増加傾向にあ

るという仮説が正しければ企業が競争力を高めるにあたって、単なるＩＴ化によるアプローチで

は無く、本質的な効率化を進める為の新しいアプローチを検討しなければならない。 

この点はワークライフバランスへの取り組みとも明確にリンクする。 

 

企業が付加価値を創出する工程。企画－資材発注－製造－販売を一連のバリューチェーンの主活

動に関する、業務を付加価値創出する為のコア業務と定義した際、総務、人事、経理といった間

接部門業務はどの様に考えれば良いか？ 

間接部門は大きく二つの機能を有している。 

企業組織は維持・運営していく為の管理機能と、スタッフ部門と表現される様に、トップマネジ

メントの意思を、バリューチェーンの主活動上の機能組織に落とし込む戦略部門としての機能の

二つである。即ち間接部門においても内部に「ノンコア業務」「マネジメント業務」「マネジメ

ント付随業務」の三点が内在しており、確かに直接的に付加価値を創出する部門では無いが、単

純にノンコアである定義し、アウトソースする事は、変革に対応できない固定的な組織となる危

険性を含んでいるといえる。この点を踏まえ、企業を運営する為に必要な業務を以下の４点に分

類する。 
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図１：「業務分類」 

① コア業務：企業が価値を生み出すプロセス上にある主要活動上の業務 

② ノンコア業務：企業が価値を生み出すプロセス上にはない業務 

(ア) 支援活動：企業が価値を生み出すうえでの支援活動の業務 

(イ) 管理活動：法令順守、経営資源の管理 

③ マネジメント業務：企業が価値を生み続ける為の意思決定 

④ マネジメント付随業務：適切なマネジメントが行われる様に、マネジメントを支援する為の業務、ま

たはマネジメントを遂行するにあたって必要となる業務 

 

目的なき業務効率化への取り組みは、マネジメント力の強化なのか？コアプロセスの生産性を向

上させるのか？管理業務を効率的に行うのか？などの狙いを曖昧なまま包括的に行おうとする

事によって混乱をきたし、成果を生まない結果をもたらす。 

また、プロセスと業務の混同、即ち、部署、部門を一つの業務体と捉える事で混乱を加速させる。 

部門における業務は業務性質で分類した時に、一つの部門には①～④の全て、若しくは複数の業

務を持っている。 

例えば工場の一工員の場合、その殆どは、生産ライン上に居て、加工、組み立てを行っている為、

コア業務と言える。しかし、障害報告や業務日報の提出、勤務状況の報告も行う、また改善活動

M.E.ポーター バリューチェーンモデルに加筆 
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へ参加もする、研修を受ける事などもある。この場合②ノンコア業務、③マネジメント業務、④

マネジメント付随業務を行っている事になる。 

人事部門の社員であればどうか？人事部門には直接的にバリューチェーンの主活動上のプロセ

スの中にある業務は存在しない。人材の採用や、人事考課、労務管理、退職手続、給与計算など

であるが、全てが単純にノンコア業務という訳では無い。 

採用の業務は②－(ア)．ノンコア（支援活動）であるが、人事考課は④マネジメント付随業務で

ある、労務管理、退職手続、給与計算は②－(イ)．ノンコア（管理活動）である。戦略的に組織

構造を見直たり、採用計画を立案する事を行っていれば③マネジメント業務である。 

トップマネジメントの意思を組んで、採用計画を立案する業務は、マネジメントそのものである

が、人材を採用する為に行う業務は、ノンコアの支援活動となり、似て非なる業務の性質をもっ

ている。 

即ち一般的に、各部門は機能組織として、経営上の統制上の利点として、似ている機能を集約し

ている存在であるが、「マネジメント」を行い、「バリューチェーンの主活動のプロセス」を遂

行し、付加価値を生み、利益を上げる。一連の流れが、正しく効率的に行われているかを管理、

監督し、組織運営を行うという、シンプルな企業活動に照らして業務を分類すると、部門や人を

業務の単位とする事は甚だ不適切である。企業活動を行う上での、業務の性質による分類から適

切なプロセスを構築するアプローチを取った方が、統制の不整合や、非効率の解消という点では、

明らかに合理的であるといえる。 

 

前出の図１に関しても、各ブロックが各部門に相当するとみなされがちであるが、繰り返す様に、

部門には各種業務が複合的に内在している。業務効率化を検討するにあたって、人や部門を単位

として考える事はあきらかに適切では無い。 

 

4. 業務効率化を如何に進めるべきか 

良く指摘がされる様に、生産性の向上、即ちより少ないコストで、より高い付加価値を生み出す

事は、日本企業が真剣に取り組まなければならない大きな課題である。 

その中でもホワイトカラー、非生産現場以外の領域の効率化は常に、その問題の中心にある。コ

アプロセス上の業務であっても、事務処理業務や、営業の様な、クリエイティブ性と個人の独立

性が求められる業務においてはまだまだ非効率な業務が多く存在する。 

しかし、「業務の効率化」といった目的を明確にしない取組はあまり成果を上げる事は少ないで

あろう。 

例えば、受注処理であれば、会計を正確に行うという視点と、マネジメントの判断材料として受

注の状況を捉えるという二点が含まれている。そもそも「あるべき姿」は前者と後者とで異なる

事を理解すべきで、この二点を対立させたまま、「よりこちらの方が本来のあるべき姿だ」と口

角泡飛ばし議論し、論戦に勝利した方や、社内政治力によって決定したものが、「正しいあるべ

き姿」であるなといった、誤った判断は決して行うべきでは無い。 

業務効率を改善するにあたって、闇雲に業務フローを書き、現状を整理するのでは無く、業務分

類を軸としたあるべき業務プロセスを整理する。 
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業務を整理するにあたっては、最初に部門、人という単位を一切無視して、最適なプロセスを捉

える事に注力し、その業務が持っている「本質的な目的」が何であるかを明確にする。 

この理由は「現状」から入ると、「業務の為の業務」（目的の無い業務。前任者がやってきたか

ら自分もやっているといった無価値な業務）や、部門毎の価値基準や既得権益を洗い出す事がで

きないからである。 

 

「あるべき姿」を明確にした後に、現状を明確にした場合。例えば B)と C)を整理した時に、同

じ受注処理業務であるにも掛らず、A）向けの受注処理と B)向けの受注処理で、同じインプット

を異なるアウトプットの為に、バラバラに報告している現状が洗い出される可能性がある。 

よく見られる現状（As-Is モデル）の業務フローを部門軸でモデリングする事によって問題点を

把握するアプローチでは無く、まず、２章で挙げた様な業務分類の最大単位で、業務を捉え、経

営戦略に従い、あるべきオペレーションを定義する（To-Be モデル）事から始める方が様々な面

で有効であると考察する。まず、部門も人も取り除いた状態で、本来のあるべきプロセスをモデ

ル化する。 

次に現状のプロセスを（As-Is モデル）を整理し、乖離を摘出する。この際には、作業時間対成

果（その作業に掛る時間/人件費とアウトプットの価値）、重複処理の排除、属人性の排除、徹

底した自動化、をポイントとする。 

前記、受注処理であれば、あるべき姿は B)管理プロセスの視点としては、発注が来た時点で、

営業が受注の報告を一回行っただけで、売掛処理がされ、在庫引当や、出荷指示に、正確、且つ

迅速に移るべきである。 

C）マネジメントの必要性としての視点であれば、発注が来た時点で営業が受注の報告を一回行

っただけで、受注状況を必要な経営陣やミドルマネジメントなど対象者にその情報を正確、且つ

迅速に伝える事。 

記述してしまえば「あるべき姿」は実に単純でシンプルなのである。 

（在庫引当や出荷業務に関しても二つの目的を有している） 

これに従えば手段として、システム化や人の割り当て等、ベストな方法は簡単に見出す事ができ

る。 

しかし、現状（As-Is）からのアプローチを取ると、受注処理は、顧客から来た発注書を営業担

当者が、報告書を添え営業事務に回し、営業事務が、基幹システムへの入力を行う。更にマネジ

メント用に、各営業拠点の営業事務がまとめた、拠点別受注一覧を、営業企画部門が営業ライン

向けに加工を行い、レポートを挙げている。また経営層向けの資料として、別途、営業担当者が、

営業マネージャに対して受注報告を行い、それを営業マネージャが集計し、経営企画部が全社分

集計して経営レポートを作成する。 

といった混乱状況が洗い出されるかもしれない。当然改善して効率化すべきだが、このアプロー

チを取った場合、受注の報告は１回、集計は１回が理想形である事はなんとなくは理解できるが、

「本来は経理部門で集計すべき事では無いのか？」「営業ラインと経営幹部では見たいポイント

やタイミングが異なるので、やはり別々の報告を受ける必要がある。」「営業は基幹システムに

入力しているのだから、それ以上の事は一切したくない。」などの議論が展開され、結局は社内
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の政治力に左右されるか、妥協的な案となり、本来のあるべき姿（To-Be）が、あらぬ姿に収ま

ってしまう可能性が高くなる。 

この為、あるべき姿から必要な条件を定義し、その後業務の割り当てや、システム化を行うアプ

ローチを強く推奨する。 

 

業務効率化を進めるにあたっては、現実問題として全社的なＢＰＲを行う事が難しい事は認知さ

れている。この為、目的を絞った効率化のアプローチを推奨する。この場合、やはりノンコア業

務の効率化から始めるべきである。価値を生み出さない業務に割かれるマンパワーを圧縮し、よ

り価値を生み出す業務へシフトする為のアプローチである。 

この際にまず一番、重要な事は自社にとって「ノンコア業務」とは何であるかをしっかりと定義

する事である。この点を曖昧にして、コア業務や、マネジメント業務、マネジメント付随業務を

混同したまま、取組を行うと、迷走する可能性が高い。 

 

Step1．自社に取ってノンコア業務とは何であるかを明確に定義する。 

Step2．定義されたノンコア業務に該当する業務の棚卸を行う 

Step3．該当業務の業務目的の「重り」を把握する 

ex)管理業務とマネジメント業務の両方の目的を持つ業務など 

Step5. 当該業務の前提条件を要件として整理する 

ex)管理業務の効率化による、マンパワーの解放が目的であれば、マネジメント業務として、

必要な要件を整理する 

Step6．該当業務の無駄取りの実行 

ex)システム化、単純化、削減、適切配分、アウトソーシング） 

Step7．新業務プロセスの実行 

 

また、業務効率化を行うにあたっては、マンパワーコスト、従業員一人／時間 当たりの売上、

営業利益を計算し、機械損失ベースでも、削減目標を明確に数値化する事が重要である事は言う

までも無い。同時にプロジェクトに投入するコスト、参画する社員のコストやシステム投資との

対比を行う。この際に参画する社員のコストに目を向ける事も留意が必要である。 

この様に、目的の明確化、ターゲット選定、目標の決定、業務種別の定義、あるべき業務プロセ

ス、現状の変更改善点明確化、手段の選択、実行、遂行のステップを経て行われるべきものであ

ると提言する。システム導入や管理手法の導入という手段ありきの業務効率化は今すぐに改める

べきである。 
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現状多く行われている業務効率化のステップ： 

 

目的と対象を明確にした、業務効率化のステップ： 
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補足：業務効率化とＥＲＰ 

ＥＲＰの導入が当初見込んだ成果を生んでいないというレポートが多く挙がっている。 

日本においては、ＥＲＰ＝全社業務効率化システムとして捉えられてきたが、導入しても効率化

していないという現実とも受け取れる。 

しかし、そもそもＥＲＰは Enterprise Resource Planning の言葉の通り、Planning＝計画の

為のツール（道具）であり、企業資源計画と訳される。 

適切な現状把握 → 適切な計画 → 資源（人、物、金）の適切な配置（無駄に使われている

経営資源を有効に活用する） → 業務の効率化 

となる。 

即ち、ＥＲＰメジャーパッケージの本質は、適切で迅速な、管理会計と、原価計算にあると言っ

ても過言では無い。 

しかし、日本では高額なパッケージが、会計ソフトです。原価計算ソフトです。とも言えず、全

社を効率化するツール。即ち、まるで QC→TQC といった効率化手法の延長に ERP がある様な

形で広言されてしまった。しかし、ERP を導入したからと言って、企業のコアプロセス（付加

価値を生むプロセス）に対しては何のインパクトも与えない。QC の様に、生産のリードタイム

や歩留まりを改善する事も無ければ、サービスの品質や提供効率が向上する訳でも無い。むしろ

現場担当者にとっては、付加価値を生まない（苦痛な）原価管理などの処理を求められる為、絶

対的な業務量は増加する可能性が高い。 

この事でパッケージが持っているベストプラクティスに従うべきか？自社の業務に合わせてカ

スタマイズして使うべきか？の不毛な議論を呼んでしまった。 

ERP は本質的にマネジメント業務とマネジメント付随業務の為のツールであり、コア業務や、

ノンコア業務を効率化する為のツールではない。迅速かつ適切に、全社の状況を把握し、全体最

適をマネジメントする為の支援ツールなのである。しかし決済書、申請書の電子化、給与計算、

財務会計、販売管理といった具合に、ノンコア業務を効率化する為のモジュールも各種存在する

為、そもそもの目的がなんであるか混乱、混同し、システムが無事稼働しているという事実以外

は、効果が得られたのかどうかが、曖昧となってしまっているのが現状ではないだろうか？ 

しかしマネジメント支援という本質を見据えた時にまず一番重要となる事は、企業のマネジメン

ト能力その物だと言え、適切なマネジメント能力とガバナンスの備わっていない企業組織でなけ

れば、無用の長物となりかねないツールであると言える。 
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